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半導体1)産業は,1947年に固体物 理学 を利 用 した トランジス ターが発見 され,
1951年には.商業 的に尊人 され て以来,エ レク トロニ クス革命 の中心産業 として
発展 して きた。 半導体の発 見 とその 「技術 進化翌 は,.エレク トロニクス革命.
の基盤 を提供す る と同時 に,家 電,コ ンピュー ター,通 信 な どの情報技術産業
の急速 な発展 を.支える役割 を果た したのである。
本稿 では,ま ず半導体産業 にお けるい くつかの重要 な特性 と,そ の技術進化
プロセスにつ いて考察す る。半導体 の製品 と生産工程 での主 な新技術 は,技 術
フロ ンティアで あったアメ.リカ.で生 まれた。 その後,そ れ らの技術 を導入 し,
吸収 ・改 良 ・自宅開.発す るとい った ダイナ ミックな技術進化 プロセ スが 日本や
韓 国で展 開 され た。 こう した技術 進化 に伴 う産 業発展 の結果,1980年代 に 日本
1)一 般的 に,半 導体素子はその構造,製 造方 法,機 能 によって,個 別素子(ダ イオー ド,ト ラン
ジスターな ど〕,化合物半導体(発 光ダイオー ド,光電子 集積回路 な ど),IC(集積 回路)の 三
つ に大別 される.そ して,ICは リニ アlcと デ ジタルICに 分かれ,さ らにデジタルICは バ イ
ポ ーラICとMOs工Cに 分類 され る,ま た,MOSICに は メモ リーICと ロジ ック 玉Cが含 ま
れ る。
2)本 稿で筆者は,技 術進化 とい う概念 を使 うに当たって次 の「つの角度か ら接近する.第1に,
新技術が生 まれた国,す なわ ち技術フロンテ ィアで の技術革新 とその後の変化 を技術進化 として
捉 える。生物の進化過程で生 まれたある種が.与 えられた環境の 巾で進化 また は淘汰 されてい く
も、.の と同じように
,技 術の進化過程で も生まれた新技術 は,企 業組織,制 度的側面,市 場での需要
などの環境的要因.の影響 を受けなが ら進化 または淘 汰されてい く。第3に,移 転 さ.れた技術の吸
収 ・改良 ・自主 開発 とい う第三国での技術発 展過程 を技術 進化 として捉 える6す なわち,あ る地
域 で生まれ たあ る種が他地域 に移 され,そ こでの環境 に合 う進化経路 をたどるのと同 じように,
他 国に移転 され た技術はその国の独特 な環境 的要因の下で進化経路 をた どるのである。
ゆ日本・韓国の技術進化と産業内貿易.(459)73
がア メリカに,ユ990年代 には韓国が 日本 とア メリカにそれぞ れキャ ッチ ア ップ
する ことがで きたので ある。
ところで,こ の ように 日韓両 国は ともにキャッチ ア ップを遂 げた ものの,両
国の技術 進化 と産業発展パ ター ンにはそれぞれ異 なる特性 が存在 する。.そして,
こう した異 なる特性 は,両 国間の産業 内貿易構造 に明確 に投 影 されてい る。す
なわち,半 導体産業 におけ る日韓貿 易構造が どの ように変化 して き.たか を分析
す ることによって,両 国間の技術格 差の変化 やキ ャッチア ップ ・パ ター ンの違
いの開腹 が客観的 に究明 され ると思われる。 さらに,こ うした 日韓貿易構造の
変化 は,ハ イテク産業 において,後 発国が先発 国 にキ ャッ.チア ップ したさい,




この半世紀 にわたって,欧 米 を中心 に成 し遂げ られた半導体産業の技術進化
には,様 々な特性が存在する。以下では,そ の中で四つ の重要 な特性 について
見 てみ よう。
第 ユに,従 来の産業 に比べて技術の進歩 と普及が極めて急速 であることで あ
る。例 えば,ICの 中心 で ある.メ.モリー(特 に,DRAW)は 約3年,マ イク
ロ プロセ ッサ 似 下,MPUと 略称する)は 約5年 で製品周期 の成熟期 を迎 え
て世代交 替 を迎 えている。 また,新 しい技術の普及 も,他 の産業に比べ て非常
に速 い』 例えば,NC工 作機械 は,1950年代半ば に商業的 に開発 されてから15
年 間で,工 作機械全体の25%のシェア しか占め られなかった。それに対 して1
.トランジス ターが発見 され てか ら15年間で,半 導体は真空管 ・半導体全体市場
の85%のシェア を占め る まで になったのであ る舶。
3>DRAM(a。i.一d。maccessmemory)は,記 憶 保 持 動 て乍が 必 要 な鵬 書 き込 み 読 み 出 し
.メ モ リー.のこ とで あ る。
卜.謡
74(460)....第162巻 第5・6号.
第2に,技 術進化 の累積性 と経路依存性(path-dependency)である。これ
は,研 究開発 部門 におけ る技術 開発 の連続的かつ累積的な特性 を表す と同時に,
生 産部 門で の累積 的 な学習効 果(learning-by-doing)をも表.してい る。技 術
進化の累積性 とは,現 在 すでに使用 されてい る技術 によって技術進化の方向 と
範 囲が決定 さ.れるこ とで ある。半導体 にお ける累積性 は,醤 にIC以 降の技 術
進化 における経路依存 性 による.ものである%
第3に,製 品革新 と工程 革新 の相 互依存性 である。半導体製品の小型化 ・高
集積化 な どの技術進化 と大量生産が 面f能になったのは..半導体製造装置の高性
能化 に起 因す る ところが大 きい。つ ま り,L卜導体 産業 での工程革新 を支えた製
造装置 の技術革新 によって,そ の製品革新 は可能 であった。 と同時 に,半 導体
における製品革新 は製造装揖あ改善 を促 進する役割 を果 た した。
最 後 に,イ ノ ベー シ ョン に お け る 科 学 葺 術 と需 要 の 重 要 性 で あ る。
Schumpeter[1943]が経 済発 展 にお ける イノベ ーシ ョンの重要性 を訴 えて以
来,イ ノベー シ ョンの起 源 に関す る論 争・が続 いて きた。 いわ ゆる 「科 学技術
プッシュ」 と 「需要 プル」 の論争であ るの。 この論争 の中で得 られた暫定的 な
結論の..つは,科 学技術 プ ッシコLの方 は産業発展の初期 において相 対的に重 要.
性 をもち,一 方需要 プルは初期以 降の産業発展過程でその重要性 が ます ます大 一
き くなる傾向があ るとい うことである。 こ うしたイノベ ーシ ョンにお ける特性
は,半 導体産業 にも当てはまる。す なわち,ト ランジスターの.発見やICの 開
発 などの初期の半導体産業の イノベー ションにおいては,個 体物理学 とプレー.
ナ工 程の ような科学技術 的 要因が先導的 な役割 を果 た した。 これ に対 して,
1970年代以後 にな ると,メ モ リー部 門での需 要の急増 とASIC部 門で め需 要








ある産業 における技 術進化過程 を分析 する さい,基 準 となる分析上の道具が
必要 となる。なかで も有用 なのがいわゆ る 「技術 パ ラダイム」(technological
paradigm)と「技術軌道」(亡ech皿ologicaltrajectory)という概念 である。
技術パ ラダイムとは,自 然科学か ら引 き出 された 「特定 の」原理 に基づい た
.「特定 の」技術的 問題解決の 「モデル」 お よび 「パ ター ン」 である。 これは,
さらなる イノベー シ ョンを生 み出すための 基本 的手順 を提示す る')。技術 パ ラ
ダイムの中で様 々なイノベ ーシ ョンが,動 態的な規則性 と特定方 向へ 向かう性
質を もつようになると,技 術軌道が形成 され る。技術 軌道 とは,技 術が拡散 ・
利用 されるにつれて鏡 れる累積 的で進化 的な経路(path)である。 また,.技術
軌道は,あ る技術パ ラダイム内 にお ける 「通常」の問題解 決活動 のパ ター ンで
ある`'。これは,技 術 者 だけによって与 え られ る もの.ではない。 つ ま り技 術軌
道は,諸 々の経 済的要因(新 和潤機会,新 市場探 索,費 用 削減な ど)と 制度 的
要因(企 業の関心 と構造,政 府政策 の影響 など)と の相互作用 の最終的な産物
で もあ る動。そ して,一 つ の技術 パラ ダイムの 中で は多数 の製品 ・一i:程技術 に
おける技術 進化が起 こるため,そ のパ ラダイムが提示す る技 術的方向 と範囲の
中で複数の技 術軌道が形成 されるこ とが一般 的で ある。
前述.した.半導体 の技術進 化の諸特性 とこの二つの分析道具 を用い なが ら,半
導体産業 における技術 進化 プロセスをま とめ たのが乏第1表 であ る。
半導体の技 術進化プロセスにおいて,ト ランジスターは真空管の代 わ りとし
1㌧三戸 て新 しい電子 回路技術パ ター ンを切 り開いた点で,ま たisは 数多 くの トラン.
ジス ター を つ のチ ップ上 に取 り付 ける工程技 術パ ター ンを確立す るこ とに
よってその後の半導体 の高集積化 を可能 に.した点 で,そ れぞれ新 しい技術 パ ラ










第1表.半 導 体 産 業 にお け る技 術 進 化 プ ロセ ス.
1950年代. .1960年代 1970年代 1980年代 卜 1990年代一.
技術パラダイム トラ ンジ ス ター IC (ASIC)
L



















ア メ リ カ,
ヨ ー ロ ジパ
.アメ リカ ア メ リカ 、 日本 ア メリ カ,日 本























科学(個体物理 技術進化の累積 規則的な技術軌 製品革新(高集 ASIC部門で,
学)からの産物.性と経路依存性 道の変化(高集 積化,小 型化 な ユ ー ザ ー に よる
である技術(ト の本格的な始ま 積 化〉に よる技 ど)と工程革新 設計や工程での
技術進化上の ラ ン ジ ス ター) り 術進化の安定化 (製造装置の高 注文が可能にな






(注).LSIは.大 規 模 集 積 回 路(largescaleintegration),VLSIは 超LSI(wrylargescale
integratlon)であ り,ASICis特 定 用 途 向 けIC(applicationspecificintegratedcircuit)で
あ る,
出 所=N∈lcon;H.R..[1962],Dogi,G.【1994】、Malcrba,F.[1985],[1992】,Rosenber彗,y.andW.E.
Steinmuell日丁.[1982,,H(phd町,M.11991]を参 考 に 作 成 」
よる技術 的柔軟化 とい った技術軌 道の方向が初 めて確 立され た点で,既 存の供
給者 †:導の 「科学技術 プッシュ的」パ ター ンに よる半導体 と区別 され る新 しい
技術 パ ラダイムである。 しか し,こ のASICパ ラダイムは既存の半導体技術
体.系を代替化す る ものでは な く,既 存 の技術体系 の..Lで半導体の 開.発と用途の
新 たな次元 を提示 した補完的な技術パ ラ ダイムである。従 って,1990年代 にお





急激 な技術進化 に よるパ ラダイムの変化の動 きは,現 在の半導体 産業に も現
.れている。その代表的 な例が,様 々な機能の半導体 を一つのチ ップ上に集約 す
るシス テムLSIの 開発や,そ の標準 化への取 り組 みであ る。 また,.日本の半
導体大手企業 が共同で推進 しているASICの 設.計標準化 もその例で あろ う1%
この二つの動 きは,情 報 産業 の各製 品に入 る半 導体数 の多 さや,.ASICの設
計 ・開発 に時間がかか りす ぎるこ とな.ど,「特定 の」技術 的問題 を解決 するた
め の 「パ ターン」 を提 示 している。 この意味 で,半 導体産業での新 しいパラ ダ




1.952年に神戸工業(後 に富士通が買収)が アメリカの一RCA社か ら ト.ランジ
.スター.技術 を尊 人 したことによって,日 本半 導体 産業 は本格的 に動 き出 した。
また同年,目 立 と東芝 もRCA社 と契約 を結 んで トラ ンジス ター技術 を導 入 し
た。1955年には トラ ンジスターの生産が開始 され,1956年に ソニーは トラ ンジ
ス ター ・ラジオの商 品化 に成功 した、,こう した民需 にも支 え られて,日.本の ト
ランジス ター産 業は急成長 し始め,】960年代 に入る と,日 本 はアメ リカを上 回
ゐ トランジス ター生 産国 となった1㌔
この時期 の 日本の技術 面および商業面での成果は,そ の後 の 日本 の技術進化
.と産業発展 の道 を切 り開いた と言える。それは,ア メリカで生 まれた画期的 な
技 術 の導入 を通.じて,生 産技術 の改 良に よる素速 い商品 化 と量産化 への道 で
あ.つた。.
(2)ICパラダイム下の量産技術 蓄積期(ユ962んユ980年)
ICの製 造r程 の基本 となる プレーナ技術 は,1960年アメ リカの フェアチ.ヤ




イル ド社 によって開発 された。1962年に 日本電気が 同社か らこの技術 を導入 し
たが,こ れが 日本 でのIC部 門の幕開け となった。その後1960代 後 亀トまで に;
アメ リカで開発 された主 な技 術が次 々 と導 入 されだ%
1970年代 初め になると,MPU,DRAM,マ イコンの開発 とともにICの 高
集積化が加速 され,世.界半導体 産業 はLSI時 代 に突 入 した。ユ970年代 にわ!ナ
る日本半 導体 産業 の技術進化 プ.ロセス は,技 術 導入 と学 習か ら始 まってつ いに
自主開発 ・革新 にいたる13'。なかで も,日 本 における64KDRAMの 開発 は,
技術 面で とりわけ重要な意味 を持 ってい た。す なわち,半 導体 の.中で市場性 と.
量産効果の最 も高いDRAM部 門で,日 本の製造技術 がア メ,」カを追い越 した
とい う点 と,こ れ によって次 のVLSI時 代 が開かれた点 である。
〔3)VLSI技術進化 とASIC技 術 開発推進期(1981年以降)
各 々の半導体の技術 軌道が さらなる高 集積 化 と小型化の方向 に向かい始め た
1980年代 に入 ると,日 本半導体産業は急 激な膨張 と同時 に技術進化 を重ねてい
くこ とになるD
日本の各 メー カーは,MPUやASTC関 連技 術,.ICの設計 な どの アメ リカ
優位 の核心技術 を導入 しなが ら,こ れ らの技 術の消化 とさらなる技術進化 に莫
大な研究開発費 を投 じてい っ.だ㌔ その規模 は,各 年度の研 究 開発投資額が 同
12)例えば,高 密度MOS(金 属 酸化 膜 シリコン)IC,半導 体材料技 術.且C製 造装置お よび電気
制御装置,LSI技術な どの導 入が,日 本電気,東 芝,日 立.富.十:通,三菱 な どの大企業 を中心
に行わ紅た。 日本竜.f㌦機械工業 会 『電子.1:業20年史』,「電子工業30年史』;科学技術庁 「外 国技
術導.人年次報告』 の各年版 を参照 、
13)その具体的 な過程 を見る と,1973年には目立,日 本電気 によって,そ の1年 前 にテキサス ・イ
ンス ツルメンッ社 によって開発 されたマ イコ ンの改良が行われ,よ り高性能の第 訓ロ:代マ イコン
が 開発 され た。 そ して,MPU部 門では,1975年に東芝 に よる12ビッ トMPUの 開発 につづい
て,1978年には 日本電気 に よって世界最高速 の16ビッ トMPUが 開.発された。 また,1974年の
4KDRAMか らDRAM事 業 に本格 的 に参 人 した 日本は.1976年に日 」ン=による16KDRAMの
ア メリカ との同時 開発,1978年に富士通 による64KPRAMの世界最 初の開発.1980年に日本電
気 に よる256KDRAMの世.界最初の開発 などの技術的成果 を生んだ。
14)例えば,最 大手5杜 の研究開発投資額の合計 を見る と.1981年の3,935億円か ら1982年の4,959
億円 に増加 し.26%という急 激なflllび串 を見せた。 これが1986$一の9,40011円,さらに1990年の
1兆4.290億円へ と膨 らんでい った.若 杉隆平[1984」,57ペー ジ,産 業 タイムズ社 「半 導体産業
計画総覧」の各.年版を参照 。
日本・韓国の技術進化と産業内貿易.(蛎5)79.
年度の設備投 資額廟の2倍 を越 えるほどであって,各 企業の猛烈な技術開発 へ
の熱気 と 「先行者利益 」追 求の姿が うかが える。
この ような活発 な研 究開発投資 と設備投資 は,次 の二つの方向への技 術進化
と産業発農 をもた ら した。すなわち,VLSI技 術 の進化 による標準 品の大量 生
産 と,ASICの ような高成長部門への取 り組 みに よる産業 の底辺の拡大であ る。.
この ように,DRAMを 中心.とす るメモ リー部 門 と,ゲ ー トア レイ,ス タ ン
ダー ドセ ル な どのASIC部 門で の市 場拡大 に支 え られ て,1983年にはMOs
型IC市 場で,]986年には半導体全体の生産額 において 日本が アメ リカを追 い
越 して 日米逆転が起 きた。.ところが1990年代 に入 ると,日 本は,ア メ リカの復





1965年にアメリカの コミ一社 との合併 で高美/導 体が設立 されたのが,韓 国
半導体産業の始 ま りであ った。当時のアメ リカ企 業は,設.計とウェハーカ旧1の
ような技術集約的 な前工程 は本 国で,組 立 のような労働 集約的 な後工程 は賃.金
の安 い発展途 上国 で行 うことが多か った。 こ う した時代的 な背景で,フ ェ ア
チ ャイル ド(1966#),シグネテ ィクス(1966年),モトロー ラ(1967年),東
芝(.1969年),三洋(1969年)などの ア.メリカ と日本の大 手企業が韓国 に進 出
して トランジ.スターや 工Cを組立生産 し,ほ ぼ全量 を海外 に輸 出 した。
1970年代 になる と,韓 国半導体産業 にはようや くウエハー加工 か ら組立 まで
の一貫生産 を行 う企業が.登場 した。1974年と1976年に設立 された韓 国半導.体と
1の 設備投 資額の推移 を見 ると最大手5社の合計で,1982年の2,100億円か ら1983年の3、445億円,
1984年の6.⊥30億IIIへと年 間70%に及ぶ急 激な伸び率 を見サ た。 ところが.1985年か ら2年 間 に
わたって起こった半導 体大不況の影響でユ986年には1,778億円へ と激減 したが,そ の後半導体の
市況 の回復 につれ且988年の3.410億円,1990年の5,18⊥億 円,1995年の8,767億円へ と再び急激 に
増加 して きた。産業 タイムズ朴 伴 導体 産業計画総 覧』の.各年版 を.参照。
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大韓半導体がそれである。 ととろが,こ れ らの企業は.一慣 生産 を試みた ものの,
韓国半導体産業 を成長 の軌道 に乗せ,テ イク ・オフの基盤 をつ くるまで には至 、
らなか った1%
②VLSI技 術吸収 ・開発期(1983年以降)
ICの集積技 術がVLSI段 階に突 入 した1980年代 になる と,韓 国半導体産業
は大 き く動 き始 めた。三星,LG(前 身は ラ ッキー金星),現 代 とい う最 大手
財 閥3社 によるVLSIへ の参入 によって,そ の急激な変化は始 まった。
これ らの3社 はレDRAM市 場 を ターゲ ッ トにして半導体事 業に取 り組んで
早 った。 しか し,LSI関 連技術 をほ とん ど蓄積 してい ない状 態で,い きな り
最 先端のVLSI技 術 の学習 ・開発に挑戦 したため,日 米 な どの先.発国か ら多
くの関連技 術 を短期間 に導入せ ざるを得 なか っだ1〕。それ とともに,初 期段階
での半導体周辺産業 にお ける国内基盤 が皆無 だ っため で,生 産 に必要 な製造装
置 と.材料 な どのすべ ての要素が先発 国か ら導 入 された。
三星 は最 初の量産製品 として64KDRAMを 選択 し,1983年にR米 か ら関連
技術 を導入 した。その技術 をもとに,同 年0)12月に試作 に成功 し,1984年6月
か ら量産 に入った。その後 も,三 星が リー ドしなが ら.韓 国半導体産業 にお け
る技術 進化 はDRAM中 心 の技術 軌道 をた どってい ったL5)。それか ら,韓 国半
導 体産業は,1986年の1MDRAMの 試作 を境 と して,従 来の 「技 術導入→試
作」 とい う形態 か ら自主技術開発体 制の整備へ と向かい始 めた。
DRAMを 中心 とす る極 めて積極 的 な設備投資 とそれに よる生産能力の拡大
を通 じて,韓 国 メーカーの売 ヒ高は急上 昇 した。 その結果,1993年時点で三星
16)徐 正 解[】995],17ペー ジ。
17)1986年か ら 田93年の 問 に,韓 国 の 大 手3社 に よ る半 導体 関 連 の技 術 導 入件 数 は総 計142件(三
星175件,現 代=36件,LG=31件)に もの ぼ る 。 韓 国 産 業 技 術 振 興協 会 「技 術 導 入 契 約 現 況:
1962-1朋8年』,『技 術 導 入 年次 報 告』 の 各年 版 を参 照 。
.18)そ れ を見 る と,256KDRAM(1984年),lMDRAM〔1q86年).4MDRAM(1988年)は 日本
と の 」1物約2年 の 開 発 格 差 が あ っ た が,16MDRAM〔1990年)と64MDRAM(1992年)で は
日 本 と ほ ぼ 同 時 に開 発 した 。 ま た,256-MDRAM(1994年)と1GDRAM(1996年)で は 這 星
が 世 界 最 初 に 開 発 して い る 。 三 皐 電 チ 株 式 会#ff三 星 電 子」 第19巻第20号.1994年,『日本 経 済
新 聞」1996年11月5H。
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は全体 の世界半導体市場 のラ ンキ ングで第7位 に入 り,DRAMと.メ モ リー部
門 にお いて は世界 の トップメーカーの地位 につ くこと となっ た。現代 とLc
もDRAM部 門でそれぞれ世.界9,10位,メモ リ.一部 門でそれぞれ世W10,.11
位 に入 るな ど,急 激 な躍進 を見せ てい る。 この ように,.ユ983年か らわず か10年
の間 に,韓 国 はアメ リカ と日本に追いつ き,DRAMや メモ リー部門で は世界
半 導体 産業 を リー.ドす る立場 にまで成長 したのである。
3キ ャッチアップにおける共通点と相違点
日韓 のキ ャッチ ア ップにお ける共通点 と相 違点 を,前 節 で述べ た半導体本来
.め技術 的特性 の視点 から見 てみ ることに し.よう。
日韓 の技術進化 と産業発展 にお ける最 も大 きな共通点 としては,メ モ リー,
とりわけDRAM部 門への特化 である。 こうした特化パ ター ンは,半 導体の需
給 両面 か らの影響 に よって形成 された ものであ る。供給 の面においては,半 導
体 の中で最 も技術 の標準化 と技術軌道 の可視化が進 んだのがDRAM部 門で あ
り,日 韓両 国はこの部 門への生産特化 と量産 によって 「規模 の経済」 を徹底的
に追 求 してい ったの であ る。他 方,需 要 の面 にお いて は,1970年代 以 降の
DRAM部 門にお ける世界の市場規模の急拡大 と,そ れに よる 「需要 プル」的
な要因が挙 げ られる。つ ま り,現 在 に至 るまで}半 導体産業 における最大の 市
場 規模 を誇 る1司部 門 に対す る需要 の急 激 な拡大 があ ったか らこそ,日 韓の 各.
1 メーカーに よるこの部 門への集 中投 資が行 われるに至 ったので ある。
　.上 記以外 に も,い くつかの共通点がみ られる。例 えば,導 入 され た多 くの技
術 を集 中的な研究 開発 を通 じて吸収 ・改良 し,さ らに高度 の関連技術 を導入 し
てい くとい う 「技術導入 と研究開発.の好循環」 が,両 国の111で展 開 され た とい
う点が挙 げ られる。 また,大 グルー プ所 属の半導体 メーカーによる積極的 な設
備投資 と量産化 とい う企業戦略,産 業発 展の初期 における政府 の産業保護 ・育
成 政策 な どの制度的 ・環境的要因 も,日 韓 の技術進化 と産業洗炭 におい て共通
していた といえよう。
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二 方,日 韓のキ ャッチ ア ップにおけ る相違点 と しては,次 の四つの点 を指摘
したい。
第1に,.半導体 の製 品革新 と工程革新の相互依存性が深 まる一 方で,そ れら
の技術 進化 を支 える国内周辺 産業 の整備 においてはかな りの差がみ られた点で
あ る。半導体 における主 な周辺産業 と言 えば,材 料産業 と製造装 置産業が挙 げ
られる。その 中で,製 造装置 産業 の重要性 は極 めて大 きい。 なぜ なら,メ モ
リー を中心 に技 術的標準化 が急速 に進 んだ1980年代以降 になる ξ,半 導体 産業
は総設備投 資の約70～80%が製造装置の購 入にあて られ るとい う,い わば装置
産業的 な特性 を帯 びてい ったか らである。 この点で,日 本の半導体製造装置市
場 をみてい くと,1970年代 は約60%以上が ア メリカの製品 によって占め られて
いた。 しか し,通 産省主導 ドで行 われた 「超LSI技 術 研究組合 プロジェ ク ト
(1976一一1981)」を契機 に,半 導体メーカー と製造装 置メーカーが共同で先端製
造装置 の開発 に取 り組 んだ結果,19804一代 初めになる と,最 先端装置の開発力
に関 して 日本がア メリカと対等 に競争で きるレベ ルにまで達 したの である19>。
これに対 して韓 国の場合 は,製 造装置産業の技術 的 ・生 産的 な脆弱 さが一貫 し
て続 いて きた。このため,半 導体 の生産拡 大 と世代交代 の際 には,日 本 を中心
に海外 か ら高額 の製造装置 を輸入せ ざるを得 ない構造 となってい たのであ る2の。
第2に,需 要の多様化 につれて重要性 が増 して きたASIC部 門では,両 国
の技 術水 準 と生 産能 力 に相 当の格 差 が存在 す る点 で あ る。前 述 の よ うに,
DRAMを 中心 とす るメモ・リー偏 重構造が 日韓 のgF導体 産業の基本構造 となっ
てい るが,日 本は1980年代半 ばか らASIC部 門の育成 を急 いで きた。それ に
対 して韓国の場.合は,将 来性 の観点 からこの部門の重要性 を認識 してはいた も.
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i
生産的 で柔 軟な技術体系 が要求 されるASIC部 門におい て,韓 国の技術 ・生
産水準 がいかに脆弱で あるか を物語 っている。 と同時に,韓 国半導体 産業 の成
長は需要の多様化 よ りは,量 的 な需要プル による結果であった と言えよ う。
第3に,以 上の よ うな非 メモ リー部門.(AS王C)での 日韓の明暗 は,産 業技
術 の 「ロック ・イ ン」鋤 問題 と各国の底辺技術 の層 の厚 さと関連す る。ニ一国 の
産業技術 が,一 度特定部門の技術軌道 にロ ック ・インされて しまうと,そ こか
ら出て くるこ と(多 角化)が 決 して容易ではな くなる。.特に,多 角化 のため に
以前 とはかな り違 った技術体系が要求 され,そ う.した技術体系 が整 っていない
場 合には,さ らにそ うであ ろう。 日本は メモ リー中心 の技術軌 道をたどったが,
その構造 に完全 にロ ック ・インされた とは言えない。 なぜ なら,非 メモ リーに
.おいて も,日 本 は早 くか ら技術 を学習 ・蓄積 し,半 導体 の底辺技術 の層 を広 げ
て きたか らであ る。それ に対 して韓国は,蓄 積 された技術 がほ とんどないまま,
い きな り量産型 で技術 的標準 化の進 んだ メモ リー部門(DRAM)に 参 入 ・特.
化 した。それ によ り,韓 国はメモ リー部 門の技術軌道 にロ ック ・インされ,非
メモ リー部門への多角化は容易ではな くなった。 その原 因は,両 部門で要求 さ
れ る技術体.系がかな り違 うことと,韓 国は非 メモ リー部 門に適用で きる技術体
2⊥)ア.メ リ カ と 日本 のASIC技 術 が,コ ン ピュ ー ター や 通 信 用 の 中 ・大 規 模 シ.ステ ム エCを 作 れ
る水 準 に あ る の に対 し て,韓 国 のASIC技 術 の 水 準 は,家 電 用 の 小 規 模rCを 作 れ る程 度 で あ
る。 しか も.ASIC技 術 の 中で 最 も重 視 され る 設 計 技 術 に お い て は,先 進 国 に 比べ て2年 以 上遅
れ て い る と言 わ れ て い るisF,c,の 面 で も.1995年時点 でASICが 中 心 と な る/105ロ ジ ック
にお け る韓 国 の 売 上 高 は,総 売 上 高 の 約2.7%にす ぎな い の が実 情 で あ る、,韓国特 許 庁Pt許 情
報 』1996年.韓 国半 導体 産 業 協 会 丁半 導 体 産 業 」1996年2月 号.を参 照.
22)ロ ッ ク ・イ ン(lock-in=固定 化)と い う用 語 は,技 術 と経 済 シ.ステ ム の進 化 を取 り扱r・て い
る 進 化 経 済 学 分 野 で 幅 広 く使 わ れ て き た 〔例 え ば,Ro5enbe【g,N.a[LdW.E.St£inmlleller
[1982],Nelson,R.R.andS.G.WlnLer[1982],Arthur「1994]など)c特 にA[th皿r[1994]
は,QWERTYキ ー ボー ドの 普 及 やエ ンジ ン開 発 競 争 な どの 例 を挙 げ な が ら,ハ イ テ ク産 業 で競
争 す る複 数 の技 術 の 中 で,選 択 さ れ た技 術 が 強 化 ・拡 大 され て 標 準技 術 と して ロ ック ・イ ン され
て い くプ ロセ ス を分 析 して い る(An.hu【[1994],pp.1-32).本稿 で は,こ う した ロ ッ ク ・イ ン
の 概 念 を さ らに広 げ て,国(ま た は企 業)の 産 業技 術 が 特 定 の 技 術 軌 道 に ロ ッ穿 ・イ ン され て い
く問題 につ い て分 析 す る。 まず,あ る国(ま た は 企 業)が,産 業 内 の様 々 な技 術軌 道 の 中 で,特
定 の技 術 軌道 に対 して特 化 を 図 る と想 定 しよ う。 そ の 場 合,そ の 特 化 の 度 合 い が 強 け れ ば 強 い ほ
ど,選 択 され た特 定 の技 術 軌 道 の 中 で は,自 ら を強 化 ・拡 大 させ る 「自己 強 化 メカ ニ ズ ム.」が よ
り強 く働 く。 こ れ に よ り,そ の国(ま た は企 業)の 産 業 技 術 は,こ の特 定 の技 術軌 道 に ロ ック ・
.イ ン され て い くの で あ る。
ぴ.
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系 を整 えていなかった ことである。結局,こ う した脆弱 な技術 的構 造 による多
角化の難 しさが,韓 国半導体 産業 にお ける構造的 な問題点 となってい る。
第4に,初 期の技術進化 と産業発展 に大 きな影響 を与 える内需市 場め有無 に
ついてであ る。初期 の 臼木半導体 産業 の質的かつ量的跳躍 の足場 とな ったのは,
国内市場(内 需)の.存在 であった。す なわち,.日本の内需は,半 導体 の技術進
化 と産業発展 を引 き起 こす素地 を提供 したのであるお,。しか し,韓 国の場合 は
内需 に恵 まれていなかったため,積 極的 に海外市場 を開拓 す る輸出戦略 を とる
しが なかった。その背景 としては,1980年代半 ば以降則.閥系3社 が,国 内需 要
の ほとん どないDRAM中 心 の産 業用VLSIに 参 入 した点が大 きい。 これ に
よ り,生 産の大 部分 を海外市場 に輸 出 し内需の大部分 を輸 入する とい う,内 需
と生産 との連係性 の乏 しい海外依存的需給構造が定着 したのである。
結局,日 韓両 国は ともに先発国への キャ ッチ ア ップを成 し遂 げた ものの,両
国の問 には半導体産業 の技術 ・生産構造 と,そ れ を支 える環境 的要因において,.
以上の ような相違点 が存在 している。 これ によって,両 国間 には以下 の ような
独 特な産業 内貿易構造が形成 され るに至 ったのであ る。
IV半 導体産業における日韓貿易構造
1日 韓間の産業内貿易
前述 した ように,韓 国半導体産業 は1960年代 半ば に日米 の外資系 企業 の直接
投 資に よって始 まったが,当 時 は単純組立 した半導体 のほぼ全量 を輸 出 してい
た。1974年に ようや く ・貫生産.企業が登場 したが,当 時の韓 国半導体産業の生
産能力 と国内需要 は微弱 だったため,輸 出入 もそれほ ど大 きくなか った。従 っ
て,半 導体 における 日韓貿易が活発 にな り始 めたのは,韓 国半導体産業が本格
的に発展 し始 めた1980年代半 ば以降の ことである。
33)そ の内 需 の 内 容 を年 代 別 に 見 る と,】950年代 半 ば か らの トラ ン ジ ス タ ー ・ラ ジ オの 需 要,1960
年 代 の テ レ ビ,オ ー デ ピ オ,VTRの 需 要,1970年代 初 め か らの 電 卓,カ ラ ー テ レ ビ,コ ン






















一●一 個 別素 子 の対 日輸 出
+個 別 素 子の対 日輸 入
90
・畳一-Cの対 日輸 出
→←isの 対 日輸 入
9596(年).
(注).個別素子とisの区別は,「国際統`商 品分'類1(HS)に準拠 している。 個別素.∫には,
ダイオード,トランジスター ,その他にこれらに類する半導体素子,半 導体素子 の部分 品など
が 含まれている。一..・方,IC(集積 回路)に は,モノリシックicとハイブリッド量Cに分類され
..るすべてのisと,それ らの部分品が含まれている。 個 別索 子とICに は,発光 ダイオード,
光電性 半導体デバ イス,光電 ∫・集積 回路 などの化合物半導体 が含まれている.半 導体産
業は,以 上の個 別素子(化 合 物個別素子包含)とis(化合物集 積回路包含)お よびこ
れらの部分品によって構 成される。
出所:日 本関税 協会r日 本 貿易月豪」各年版 より作成 。
第1図 は1980年以 降の 日韓 間の半導体貿易構造の推移 を示 した ものであ り,
第2図 は これ らの貿易量 に基づいて産業内貿易指数 を計 った ものである。 これ
らの図に よる.と,時期別のH韓 貿易構造の特性 とその変化 は次 の三つの点 に要
約 され.る。.
第1に,ユ980年代 初 めか ら1980年代'rばにか けては,半 導 体(個 別素子 と
IC)にお ける韓国の対 日輸 出規模 はほ とん ど変わっ.てないが,対 日輸入 は緩
慢 に ヒ昇 している。その背景 としては,韓 国が1980年代半 ば前後(三 星(1983
年),現 代(1984年),LG(ユ987年)).にDRAM中心の半導体事 業に本格 的に
参入 した ものの,当 時の韓国は主 に技術学習段階 にあ り,.生産能力 もそれほ ど
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ここでXkは韓国の日本に対 する半導体の輸出,M.は韓 国の日本からの半 導体の輸入であ
る.なお,この指数の計算 には,日韓 間のすべての半 導体輸出人類(第1図 での個別素
子とICの輸 出入額 の合計)が 使われている。 この指数は1に 近いほど産業内貿易が活発
であり,0に 近いほど産業内貿易が行われていないことを示す。
出所:第1図 に同 じ。
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〔注)各 年度の為替 レー トは,日本の百 円当たり韓国のウォンのレー トであり,年末を基準とする。
出 所;IIAF.InternationalFin.川:iαIs剛i∫`[郡客 年 版 よ り作 成 。
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気 ・電子産業 か らの需要 の増加が 日本か らの輸入の増加 を呼び,同 期 間の 日韓
間の産業内貿易指数 は低下 して耽 る。 さらに,1980年代 半ばか ら,半 導体 とり
.わけIC部 門において 日本の対韓輸 出が増加 したのは,1985年か ら2年 間にか
けての世.界半導体大不況 と日米 半導体摩擦 とい った国際環境の変化 とともに,
日.本の各 メー カーが よ り積極 的に半導体の輸出 先の多角化 に乗 り出 したこ とに
よる ものであ る。.
第.2に,.1987年か ら】991年までの5年 間において は,.IC部門 における韓国
の対 自輸 出 ・輸入 とも拡大 され,産 業 内貿易指数 は緩慢 に ヒ昇 してい る。対 日
輸 出が増加 し始め たの は,1980年代.半ばか らの韓 国の設備投資拡大の効果が現
れ始 めたか らである。そ して,1980年代 後半 は,韓 国の電気 ・電子産業の急激
な生産 ・輸 出拡大 が行 われ た時期で あ る鋤。そ の電 気 ・電子 機器 に組 み込 ま
れるicは リニ アIC,VTR用1(:,カ ラーTV用 色信号isな ど0)民生用IC
であ り,そ の多 くが 日本か ら輸 入された。 この ように,韓 国 の半導体内需の大
部分 は民生用ICで あ ったが,国 内生産 はDRAM中 心の産業 用ICで あ った
ことが,第3図 で見 られる ような1985年以降の急速 な円高 に もかかわ らず,日
本か らの.半導体輸 入が増加 した最大 の要 因となった 、
第3に,1992年か ら1996年までの5年 間には,IC部 門における韓国の対 日
輸出が急増 し,.これに伴 って産業 内貿易指数が急 ヒ弄 している。その最大 の要
因と して.は,製品 ・工程技術 と.もに技術 的標準化が進 んだため装 置産業 的な特
性が強 くなったDRAM部 門を中心 に,1990年代 初め において韓国が極 めて積
極 的な設備投資 を行 った ことが挙 げ られ る25〕。 また,DRAMの 価格 ラ.イフ ・
サ イクルの不安定性のため,.1980年代半 ば以来富十通,H本 電気,東 芝 などの
日本 の大手.メー カ ーがASIC部 門の育成 に力 を注 いだことも,韓 国か らのIC
(DRAM)の輸入増加 を招 く要 因 となった。 さらに.第3図 で見 られる ように,
24)....1986年か ら1989年までの 岨年間は,⊥960年代の工 業化以来韓国 の貿易収支が唯一黒字 となった
時期で ある』 この時 期の輸出拡 大を牽引 したのは.カ ラーTV,VTRな どの家電機器 と半 導体.
の ような電子部品であ った、 この時期において,韓 国の総輸出額 に占め るこれ らの電気 ・電..f.製
品の輸 出額の比率は,平 均約26%であった。韓国貿易協会 『貿易統計」1996年版。
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1990年代 半ば までの 日本の円高(韓 国のウ ォン安)の 持続 も,こ う した輸 入増
加の重要 な要 因となっ た。 こう したIC部 門における韓 国の対 日輸 出の急増 に
よ り,第2図 の産業内貿易指数 か ら判断すれ ば,1990年代 半ば にはほぼ完 全な
産業 内貿 易 が行 わ れ て い る(1994年め指数 値 は0.96,1995年0.87,ユ996年
O.998)。とこうで,第1図 でのIC部 門におい て,そ れぞれの増加率 には差が
ある ものの,韓 国の対 日輸 出 と輸入の増加が同時 に進行 するのは何 故か.こ れ
は,前 述 した ような内需 と生産 との連係性 の乏.しい韓 国の海外依存的需給構造
の反 映であ ると同時 に,ICの 各部 門におけ る日韓 間の相対 的な技 術 ・価 格格
差 を も表 している。次 は,こ の点について詳 しく分析す.るこ とに しよう.
2.産 業 内 貿易 構 造 か らみ た 日韓 の技 術 進 化 と産 業 発 展
第2図 を 見 る と,1980V一代 後 半 か ら1990年代 前 半 に か け て,日 韓 間 の 産 業 内
貿 易 が 活 発 化 し始 め た こ.とが 分 か る 。 こ れ は,第1図 で 見 ら れ る よ う に,こ の
時 期 のIC部 門 に お け る 両 国 間 の 輸 出 入 の 大 き な 増 加 に 起 因 す る 。ICの 各 部
門 に お け る貿 易 特 化 係 数 へ の 分 析 を 通 じて,[990年 前 後 の 日 韓 間 の 産 業 内 貿 易
構 造 の.具体 的 な 推 移 を 示 し た の が 第4図 で あ る 。
.第4図 か ら次 の=つ の ポ イ ン トが 読 み と れ る 。 こ れ を 通 じて,前 節 で 考 察 し
た 日韓 の 技 術 進 化 と 産 業 発 展 に つ い て も う 一 度 検 討 し て み よ う。
第1に,メ モ リー 部 門 で 急 激 な 変 化 が 起 き,特 化 パ タ ー ン は 韓 国 の 対 日 輸 人
待 化 か ら ほ ぼ 完.全な 輸 出 特 化 へ と 変 化 し た 。 こ れ は,同 部 門 で の 韓 国 の 技 術 的
キ.ヤッチ ア ッ プ の 結 果 で あ る 。 ま た こ れ は,1980$一代 半 ば か ら1990年代.前半 に
か け て,DRAMをlll心 とす る メ モ リ ー 部 門 に お け る 韓 国 の 設 備 投 資 が い か に
25)1992年の 半導体(と りわけDRAMIII心の メモ リー)の 価格暴落 とバブ ル経済崩壊で,こ の時
期に 日本の各大手 メーカーが新 しい設備投資 を控 えたの に対 して,三 星 をは じめ韓国の3大 メー
カーは投資投資 を増 や し続 けた.例 えば,ユ991年の三星の設備投資額 は1.438億円 だったのに対
して,同 年の 日本の 最大 手であるEI本電気や 東芝の場合.はそれぞれしOOO億円 であ った1992年
には三星は1,659億円,H本 電気 と東芝 はそ れぞれ700A円と800億円であ り,1993年には《星 は
1.、386億円だりたのに対 して,日 本電気 と東芝 はそれぞれ.800億円,日 立 は950億円 であった、韓
国半導 体産業 協会 「卜導体 煙業」1992年1月号,1993年2,J号,1994年3月号,産 業タ イムズ社
『半導体 産業計 画総 覧』1994年版 を参照.
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一●一 メモ リー.尋 マイ コ ン+MPり+周 辺集 積 回路
噛 一 その他 の モ ノ リシ ック →← ハ イ ブ リッ ド
(注1)ここではICを モノリシ・クIC(メモリー ,マイコ・・MPU・並び匹・これらの髄 集細 踏,
その他のモノリシックlC>.とハイブリッドICに分けている。.
〔注2)貿 易特化係 数は.ICの.各部門における 〔輸出一輸入〕/㈱ 出+輸入)で ある。 この係
数は,完 全輸出特 化の場合 にはプラ.ス1,完全輸入 特化の場合にはマイナス1に なり,
完全な水 平貿 易の場合には σである.
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大 きか ったかを表 してい る。 とはいえ,メ モ リー部 門において韓 国が 日本 を技
術的 に追い越 した とは言えない。つま り,技 術水準 にお ける逆転 よ りも,産 業
内貿易 における価格(費 用)的 な側面(為 替 レー トの大幅 な変動(円 高)に 伴
う単位 生産 コス ト上 の韓 国の比較優位)に 注 目す る必.要があ る。
.第2.に,マ イコ ン ・MPU・ 周辺 集積回路の よ うな非 メモ リー部門 では,韓
.国のほぼ完.全な対 日輸入特化が続いている。 こうした傾 向は,こ れ らの部 門で
韓 国の技術学習が行 われた と して も,相 変 わ らず 日韓 の問には同部 門において
相 当の技術格差が残 っ.ている ことを意味す る。 さらに,ユ980年代後半か ら韓 国
がDRAMへ の生産特化比率 を上 げて きた こ と26,を顧慮 す.ると,DRAM以 外
の部門で韓国の技術 的 ・生産 的な脆弱 さが続い てい るのは当然 な結 果である と
.言えよう。そ して,そ の他のモ ノリシックIC部 門で,か な りの対 日輸入特化






















第3に,ハ イブ リッド部門では,韓 国の若干 の輸入特化か ら1994年時点では
ほぼ完全 な水平貿易が達成 された。 これは,こ の部 門におい て韓国が相対的に.
速 く技術学習 を したためであ り,こ の部 門内の異 なる部 品お よび製品 間の水平
貿易 の結 果である。
結 局,1980年代 半ば以 降の韓 国の急速 な技 術進化 ・生 産拡大,お よび為替
.レー トの変動 を通 じて,日 韓の間では産業内貿易が活発 になった。それは,最
'大市場 を もつ メモ リー部門 にお ける韓 国の輸 出特化 と,そ の他の諸部 門におけ
る日本の輸 出特化 とい う形で実現 された。すなわち,相 当の技術格差 を残 して
いた両国だったが,韓 国の メモ リー部 門 を中心 とす る急速 なキ ャッチ ア.ップを
通 じて,産 業 全体 か ら見 る と,水 平的 な産業内貿易構造 が達成 されたのであ る。.
V結 び に か えて
本稿 では,今 口の世界半導体産業 を主導す る立場 に まで成長 した 日本 と韓国
を取 り上げて,そ の技術進化 と産業発 展 プロセ.スを分析 した。両 国が半導体産
業 において急激 な成長 とキ ャッチ ア ップを遂げた最大 の理 由は,開 発経済学分.
野でい う 「発展途上 国的な技術進化 と産業発展 プロセス」 を圧縮 してた どった
か らで あろう。す なわち,「技術導 入 による技術学習→積極 的な設備お よび技
術開.発投 資→ 生産拡大 お よび自主技術開発」 とい う進.化と発展 のプロセスを速
いス ピー ドで た どったの であ る。要す るに,日 韓 両国 は,特 定部 門に焦点 を
絞 った技 術導入 と学 習,お よび積極 的な投 資戦 略 によって,先 発 国に急速 に
キャッチ アップしたのである。
特 に,1980年代初 めか らわず か]0年で,DRAMと い う特 定部門への時化 を








上 国の一つの発展パ ター ンのモデ.ルを示 している。それは,最 も技術 的標準化
の進 んだ部 門,す なわち発展途上国 にとって技術 学習 と生産拡大 の容易 な部 門
へ の参 入 と,そ の部 門への集 中投資 を通 じたキ ャッチア ップである。
し.かし,韓 国の ケースで確認 した ように,産 業内の各部 門間の技術体系 の違
い,発 展途上国の底辺技術の層の薄 さの ような問題 か ら,.・度特定 の技術軌道
にロ ック ・イ ンされて しまうと,多 角化が難 しくなる場 合 もある。 こう した点
が,技 術進歩の速度が速 く,多 様 な技術体系 で構成 されている.ハイテク産業 に
お いて,発 展途上国が抱 える大 きな問題 なのである、,結局,特 化 した部門の成
長がいつ まで も続 く保障がない限 り,.発展途上 国は時化 からの経済的利益 ばか
りに満足 していてはいけない。つま り,将 来 に有望 な他の部 門の技術 吸収(他
の技術軌道 に自らを ロック ・インさせ ようとす る試み)を 絶 えず行わ なければ
な らないのである。
一方,日 韓間の貿 易構造 の分析 を通 じて,1980年代半ば以降産業内貿易 が活
発 にな り,1990年代半 ばになるとほぼ完全 な産業内貿易が達成 された ことが明
らか にされ た。特 に韓国 を中心 に.見た場 合,「技術的標準化 の進 んだハ イテク
産業における後発 国のキャ ッチア ップと,そ れ による産業内貿易 の活発化」 の
.典型的なパ ター ンが提示 されたと思 われ る。
と同時 に,韓 国 と同様 に 日本 も依然 と して.メモ リー(と りわけDRAM)中
心 の製 品生 産構造 であるにもかか わらず,韓 国はメモ リー部 門で,日 本 は非 メ
モ リー部門でそれぞれ輸 出特化 してい ることも確認 された。従 って,国 際貿易
においては,一 国 中心の絶対的要素 よりは,国 と国め問における相対 的要素の
方 が中心 的な役割 を果た している と言える。つ まり,日 韓 間の部 門間特化貿易
は,メ モ リー部 門での韓国の相対的な価格優位,非 メモ リー部 門での 日本の相
対 的な技術優位の結果 なのである。その際,技 術的 キャ ッチ ア ップを遂げた部.
門に限 って韓国が価格優位 を確立 する過程 で,1980年代半 ば以降の大幅 な円高
が韓国 にとって追い風 になった こ.とは確 かであろう。結局,日 韓貿易では,価






こう した産業内貿易 は,単 位生産費用の単純比較(Ricardo理論)や,技 術
的 に同質 な国 の問で の要 素賦 存比率 の.差による比 較優位(Heckscher=Ohlin
理論)で は説明で きない。 さらに,技 術 的同質 な製品での デザ インやブ ラン ド
の差 に よる製 品差 別化 と,消 費 の多様 化,規 模 の経 済 に よる産 業内貿易理論.
.(Krugman"'を中心 とす る 「新」貿易理論)と も異なってい る。す なわち,現
代の オー ソ ドックスな産業 内貿易理論が,.技術的優 劣の ない二国間の貿易構造
の分析 に偏 っていた と.すれば,本 稿 での分析 は,先 発 国 と後発 国の間 における
技術 格差 と価 格格差 に よろて表 れる,棲 み分 け的 な 「産業内部門間特 化貿 易構
造」 を解明 した ものである。このよ うな先発国 ・後.発国間の技術 ・価格格 差 と,
両歯での様 々な技術進化 に よって変化す る産業内貿易 に対 す る理論 的作業 を,
今後の課題 にしたい。















27>Krugmanの 産 業 内 貿 易 理 論 に つ い て は,K【ugman.P.R、[19901.Helpman、EandP.R、
Krugn1舶119851,もし くは 拙 稿 「貿 易 理 論 にお け る技 術 の役 割一KrLlgman理論 とDosi理 論 を
中 心 と して 」 「経 済 論 叢 』 第158巻第4弓.,⊥996年10」.」,を参 照 され た い 。
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